
質問 回答

1

公立保育所の正規職員の人数（割
合）が少ないのはなぜですか。

　市の職員定数は、定員管理指針により定めてい
るところですが、指針では市の財政健全化のた
め、人件費の削減を着実に実現するという視点が
含まれており、事務職も保育士もこの指針の範囲
で職員を配置しています。
　公立保育所は、これまで、待機児童対策の中心
的担い手として清水口保育園の園舎増築等により
積極的な受入れ枠の拡大や、特別な支援を要する
児童の受入れを行ってきましたが、職員の確保に
ついては定員管理指針との整合を図るため、任期
付職員や派遣職員、会計年度任用職員により行っ
てきたことから、現状として、正規職員の割合が
少ない状況となっています。

2

民営化とは、保育業務のみ委託す
るということでしょうか。それと
も保育園の運営を民間事業者が行
うということでしょうか。

　今回の民営化は、指定管理や業務の一部委託で
はなく、園全体の運営を民間事業者に移管するこ
とを想定しています。

3

転園希望者への配慮について、転
出希望者にも転入希望者にもそれ
ぞれ優先措置が講じられるので
しょうか。

　優先措置につきましては、民営化に伴い清水口
保育園から他園に転園を希望する方を対象とする
ことを想定しています。
入園を希望する場合は、民営化園の受入れ枠の範
囲で通常のルールに則り入所調整を行うこととな
ります。

4

運営法人はどのように選定するの
でしょうか。

　民営化園の機能向上を目指すためには事業者の
選定が非常に重要であると考えています。市が求
める保育を実施できる事業者を選定するため、プ
ロポーザル方式（※）による選定を想定していま
す。

※市が示す仕様や要求に対して事業者からの提案
を募り、最も優れた提案をした事業者を選定する
方式
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5

引継ぎ保育について、具体的にど
のように引継ぎを行うのでしょう
か。

　具体的な方法は、事業者の選定後、事業者と協
議の上で決定することとなります。引継ぎに当
たっては、最低１年間の期間を設けるとともに、
他の自治体で民営化した事例などを参考にしなが
ら丁寧に進めていきたいと考えております。
　利用している園児や保護者への影響をできる限
り少なくすることが重要と考えており、事業者の
選定に当たってはそのような配慮を行えるかどう
かも評価の対象としたいと考えています。
　また、民営化後も最低１年間は、公立の保育士
が定期的な巡回等を行い、連携が取れる体制を構
築していきます。

6

給食調理について、令和７年度か
ら調理業務が外部委託されていま
すが、民営化後も同じ事業者が調
理を行うのでしょうか。

　民営化後は、園全体の運営を事業者に移管する
ため、給食調理についても運営事業者の判断によ
り決定することとなります。

7

現在、保育士をしながら子育てし
ているが、市内には日中の時間帯
のみで募集している園がないた
め、現在は市外の園で働いていま
す。
市では、短時間勤務の正規職員
や、非正規、パートの雇用を進め
ていく等の考えはありますか。

　市としては保育人材の確保は重要な課題と捉え
ており、これまでも市独自で保育士の処遇改善を
実施してきました。
　本ビジョンにおいても、今後、処遇改善の更な
る推進に取組むこととしておりますが、現在のと
ころ、短時間勤務の正規職員や、非正規、パート
の方に限定した取組は考えておりません。
　ただし、日中勤務の保育士については市内で募
集している園もあるかもしれないため、7/27の就
職フェアへの参加なども御検討ください。

8

清水口保育園の駐車場は、民営化
後すぐに整備されるのでしょう
か。

　現在、清水口保育園に隣接する公園の一部に駐
車場を整備する検討を行っています。公園の管理
が都市計画課となり、協議を進めているところで
すが、民営化する前に整備していきたいと考えて
います。

9

公立園が２園というのは、市の人
口や他市と比較して適正な数なの
でしょうか。

　公立園の数や割合は自治体によって様々で、い
くつあれば適正であるというような配置基準等は
ありません。実際には、待機児童を解消（減少）
していくための施設の確保が重要と考えていま
す。
　本市においては、今後、公立保育所が基幹園と
して市の保育施設の中心的拠点となることから、
公立２園体制を維持していきたいと考えておりま
す。



10

清水口保育園の民営化に伴い、保
育士は全員入替わるのでしょう
か。

　正規職員につきましては、全員他園に異動しま
す。
　会計年度任用職員等の有期雇用の職員につきま
しては、民営化園の運営事業者に雇用されること
で民営化後も継続して勤務する可能性がありま
す。これらの職員は、子どもと施設の両方ともよ
く把握していることから、事業者の選定において
は、民営化後の継続雇用に関して評価項目に含め
ることを検討しています。


